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設 置 基 準 令11

令別表第１項目
防火対象物

(
くわしくは
⇨13-1∼3 )

一 般

（延 面 積㎡）以 上

地階・無窓階又は
４ 階 以 上 の 階
（床 面 積㎡）以 上

緩 和

（１）
イ� 劇 場 等

500（1,000）〔1,500〕 100(200）〔300〕

〔設置免除できる場合〕

・スプリンクラー・水噴

霧・泡・不活性ガス・

ハロゲン化物・粉末・

屋外消火栓・動力消防

ポンプの各消火設備の

有効範囲の部分は設置

免除

�
�
�
�
�

屋外消火栓

動力消防ポンプ

にあっては１階及び

２階部分に限る。

�
�
�
�
�

（令11 ４）

・代替としてパッケージ

型消火設備を設置した

場合は設置免除

（Ｈ．16総務令92）

・⒂項の畜舎等※３につ

いて，防火上及び避難

上支障がなく，周囲の

状況から延焼防止上支

障がない場合は，設置

免除。ただし，保管庫

の用に供する部分の床

面積の合計が3,000㎡

を超える畜舎等は，設

置が必要。

（令31 ２ １）

（規32の３）

（Ｒ．４消告２）

ロ� 集 会 場 等

（２）

イ� キャバレー等

700（1,400）〔2,100〕

150(300）〔450〕

ロ� 遊 技 場 等

ハ�
性風俗関連特殊
営 業 店 舗 等

ニ�
カ ラ オ ケ
ボ ッ ク ス 等

（３）
イ� 料 理 店 等
ロ� 飲 食 店

（４） � 百 貨 店 等

（５）
イ� 旅 館 等
ロ 共 同 住 宅 等

（６）

イ�

⑴避難のために
患者の介助が
必要な病院

700(1,400※１）〔2,100※１〕◆⑵避難のために
患者の介助が
必要な有床診
療所

⑶病院（⑴を除
く），有 床 診
療所（⑵を除
く），有 床 助
産所

700(1,400）〔2,100〕

⑷無床診療所，
無床助産所

ロ� 老人短期入所施設等 700(1,400※１）〔2,100※１〕
ハ� 老人デイサービスセンター等

700(1,400）〔2,100〕
ニ� 特別支援学校等

（７） 学 校 等

700(1,400)〔2,100〕
（８） 図 書 館 等

（９）
イ� 蒸 気 浴 場 等
ロ 一 般 浴 場

（10） 車 両 停 車 場
（11） 神 社 等 1,000(2,000)〔3,000〕 200(400）〔600〕

（12）
イ 工 場 等

700(1,400）〔2,100〕 150(300）〔450〕
ロ ス タ ジ オ 等

（13）
イ 車 庫 等
ロ 特 殊 格 納 庫

（14） 倉 庫 700(1,400）〔2,100〕 150(300）〔450〕
（15） 前 各 項 以 外 1,000(2,000)〔3,000〕 200(400）〔600〕

（16）
イ�

特 定 用 途 の
存 す る 複 合 ※２ ※２

ロ イ以外の複合用途
（16の２） � 地 下 街 150(300）〔450〕
（16の３） � 準 地 下 街

（17） 文 化 財
（18） ア ー ケ ー ド

指定可燃物

(
可燃性液体類に係るものを

除く。 )
の貯蔵・取扱

指定可燃物数量≧(危令別表４の数量)×750

（備考） 上表中黄色部分は設置すべき条件，無地は関係なし（必要なしの意味）

�＝特定防火対象物（法17の２の５ ２ ４）

総合操作盤の設置⇨54-1∼10

屋内消火栓設備
消防用

設備等32 - 1
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工事中に使用する建物の防火安全対策（申請の流れ）

手 続 の フ ロ ー 図

新 築 ③増改築等

①建法６ １ １∼３

ＮＯ

⑤確認申請

(建法６）
(建法６の２）

ＹＥＳ

⑦避難施設
ＮＯ ＮＯ

②建法６ １ ４

④建 築

⑤確認申請

ＮＯ
ＹＥＳ

ＹＥＳＹＥＳ(建法６ １）
(建法6の2-1）

⑤確認申請

(建法６）
(建法６の２）

⑥除外建築物

(建法６の４）

⑦避難施設等

(建令13）

⑧軽易な工事

(建令13の２）

工 事 中 の 使 用

⑨仮使用認定

ＹＥＳ

ＹＥＳ(建法７の６）

⑩建令147の２

ＹＥＳ

⑪
安全計画
の届出

(建法90の３）

工 事 着 手

ＹＥＳ
ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

⑧軽易な工事

(建令13の２）ＮＯ
ＹＥＳ

ＹＥＳ(建令13）

⑩建令147の２

ＹＥＳ
ＮＯ

⑪
安全計画
の届出

(建法90の３）

工 事 着 手

工事中の使用
ＮＯ

ＹＥＳ

工 事 着 手

ＮＯ

(建法６）
(建法６の２）

ＮＯ

工事着手

特 定 工 程

ＹＥＳ

特 定 工 程
工 事 終 了

(建法7の3-1）

(建法7の3-2）（４日以内）

中間検査申請

(建法7の3-1）

中 間 検 査
合 格 証

(建法7の3-5）

工 事 完 了

（４日以内）

⑫完了検査申請

(建法７ １）
(建法7の2-1）

⑬検査済証

(建法７ ５）
(建法7の2-5）

ＮＯ

工 事 完 了 工事完了

特 定 工 程

ＹＥＳ

特 定 工 程
工 事 終 了

(建法7の3-1）

(建法7の3-2）（４日以内）

中間検査申請

(建法7の3-1）

中 間 検 査
合 格 証

(建法7の3-5）

工 事 完 了

（４日以内）

⑫完了検査申請

(建法７ １）
(建法7の2-1）

⑬検査済証

(建法７ ５）
(建法7の2-5）

ＮＯ

工事中の安全対策その他82 - 3
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表中表示 建築可能 用途地域名

建築できない

＊ 上記にかかわらず政令で

特殊扱いがされるもの 建築物用途

第

１

種

低

層

住

専

第

２

種

低

層

住

専

第

１

種

中
高
層
住
専

第

２

種

中
高
層
住
専

第

１

種

住

居

第

２

種

住

居

準

住

居

田

園

住

居

近

隣

商

業

商

業

準

工

業

工

業

工

業

専

用

一定の店舗・飲食店等で当該用途部分が２階以下,かつ,床面積の合計

≦150㎡

＊８．下記に掲げるものが建築可能（▶建令130の５の２）

１．日用品販売のための店舗・食堂・喫茶店

２．理髪店・美容院・クリーニング取次店・質屋・貸衣装屋・貸

本屋・その他これらに類するサービス業を営む店舗

３．洋服店・畳屋・建具屋・自転車店・家庭電気器具店・その他

これらに類するサービス業を営む店舗で，作業場の床面積合

計≦50㎡（原動機出力合計≦0.75kW）

４．自家販売のため食品製造を営む，パン屋・米屋・豆腐屋・菓

子屋等で，作業場の床面積合計≦50㎡（原動機出力合計≦

0.75kW）

５．学習塾・華道教室・囲碁教室等の施設

＊９．物品販売店舗・飲食店は建築禁止（▶建法別表２−�−５）

＊８ ＊８ ＊８ ＊９

一定の店舗・飲食店等で当該用途部分が２階以下,かつ,床面積の合計

≦500㎡

＊９．前掲

＊10．建築が可能なものは次に掲げるものに限る（▶建令130の５の

３）。

１．前掲＊８の２〜５に同じ

２．物品販売業を営む店舗（専ら性的好奇心をそそる販売を除

く。）・飲食店

３．銀行の支店・損害保険代理店・宅地建物取引業店舗等

＊10 ＊９

農業の利便増進に必要な店舗・飲食店等で当該用途部分が２階以下,か

つ,床面積の合計≦500㎡

＊９．前掲

＊11．建築可能なものは次に掲げるものに限る（▶建令130の９の

４）。

１．田園住居地域及びその周辺で生産された農産物の販売店舗

２．上記１の農産物を材料として提供する飲食店

３．自家販売のために上記１の農産物を材料とする食品製造業

を営むパン屋，米屋，豆腐屋，菓子屋等（上記１の農産物を材

料とする食品の製造・加工を主目的とするもの）で，作業場の

床面積≦50㎡，かつ，原動機の出力≦0.75kW

＊11 ＊９

◯集▶建法別表２ 用途地域内の建築制限概要③ 用途地域 13− 4

建築メモ２０１８年版【ナウ出版工房】〔黒田〕13 − 4
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●建築物省エネ性能の表示制度

趣旨
建築物のエネルギー消費性能の見える化を通じて，エネルギー消費性能に優れた建築物が市場で適切に評価され，消費者に選択されるような環境

整備を図る。

根拠

規定
建築物省エネ法33の２，令５国交告970

建築物の販売・賃貸を行う事業者は，建築物のエネルギー消

費性能を表示するように努めなければならない。

基準適合認定表示制度

（▶建築物省エネ法41）

区分 表示ラベル（告示様式） 表示・遵守すべき事項 ・建築物エネルギー消費性能基準に適

合している旨の認定を受けた場合に

は，その旨の表示を付することがで

きる。

・建築物の所有者は申請により，建築

物が省エネ基準に適合している旨の

所管行政庁による認定をうけること

ができる。

・特に既存建築物について，省エネ改

修をした場合などが有効

memo. 通称「ｅマーク」と呼ば

れている。

非
住
宅

●表示すべき事項

・省エネ性能についての多段階評価

(注)ａ，ｂ：それぞれの設計一次エネルギー消費量の基準値

からの削減率

住宅＊：再生可能エネルギーを考慮する場合

●追加できる事項

・再生可能エネルギー設備を設置している場合・・・「再エネ

設備あり」

・ZEB又はZEHのレベルに達している場合・・・チェックボ

ックス




ZEB：ゼロエネルギービル

ZEH：ゼロエネルギーハウス



・第三者省エネ性能評価機関による省エネ性能評価をうけて

いる場合はその旨，その他の場合は「自己評価」

・目安光熱費・・・省エネ計算の過程で得られた１年間の光

熱費の目安

●その他

・施行日：令和６年４月１日

・既存建築物で施行日までに着工されたものは適用されな

い。

住
宅

複
合
建
築
物

memo. 様式ラベルは告示にコメント付きで定められ，

各建築物について一般用と再エネ用の２種類が

ある。

▶建築物省エネ法33の２，41，▶Ｒ５国交告970 建築物省エネ法（省エネ性能表示制度） 環 境 47− 6

建築メモ２０２４年版【ナウ出版工房】〔林田〕47− 6

①非住宅，住宅＊，複合 ②住宅(①以外)

削減率ａ(％) 評価値 削減率ｂ(％) 評価値

50≦ａ ６

30≦ｂ ４40≦ａ＜50 ５

30≦ａ＜40 ４

20≦ａ＜30 ３ 20≦ｂ＜30 ３

10≦ａ＜20 ２ 10≦ｂ＜20 ２

０≦ａ＜10 １ ０≦ｂ＜10 １

ａ＜０ ０ ｂ＜０ ０
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